
通期 当期第2四半期

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
第186期第2四半期決算の概要をご報告申し上げます。

業績の概況
　当第2四半期連結累計期間における我が国経済は、
雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあっ
て、緩やかな回復が続くことが期待されるものの、ウ
クライナ情勢の長期化や、原燃料価格の高騰、金融資
本市場の変動等による懸念もあり、先行き不透明な状
況が続いております。
　当社グループにおきましては、原燃料価格の高騰が
あったものの、価格改定の実施等により、当第２四半
期連結累計期間の業績は、売上高150,174百万円（前
年同四半期比10.3％増）、営業利益12,094百万円（前
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四半期連結損益計算書（要旨）
前第2四半期累計期間
（2022.4.1～2022.9.30）

当第2四半期累計期間
（2023.4.1～2023.9.30）

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益
親会社株主に帰属する
四 半 期 純 利 益

150,174

12,094

13,772

9,403

136,187

3,997

4,828

1,959

（単位：百万円）

11,369

▲5,817

161

25,542

▲2,540

▲6,393

6,183

29,407

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
前第2四半期累計期間
（2022.4.1～2022.9.30）

当第２四半期累計期間
（2023.4.1～2023.9.30）

営業活動によるキャッシュ･フロー

投資活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー

現金及び現金同等物の四半期末残高

（単位：百万円）

四半期連結貸借対照表（要旨）

前会計年度
（2023.3.31）

当第2四半期会計期間
（2023.9.30）

流　動　資　産

固　定　資　産

資　産　合　計

流　動　負　債

固　定　負　債

負　債　合　計

純 資 産 合 計

負債純資産合計

187,830

227,950

415,781

75,783

94,421

170,205

245,575

415,781

170,775

217,669

388,444

85,865

76,629

162,494

225,950

388,444

（単位：百万円）
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年同四半期比202.5％増）、経常利益13,772百万円（前
年同四半期比185.2％増）、親会社株主に帰属する四
半期純利益9,403百万円（前年同四半期比379.9％増）
となりました。

中間配当について
　当社は、長期安定的な企業価値向上に向けた成長投
資を継続するために、財務健全性、資本効率性、株主
還元のバランスを鑑みた資本政策を実施し安定かつ継
続的な配当を行うことを資本政策に関する基本的な方
針としております。 この方針に基づき、当期の業績及
び当面の業績予想並びに配当の安定性などを総合的に
考慮した結果、第186期中間配当金は、1株につき9
円とさせていただきました。
　なお、年間配当金は18円を予定しております。 代表取締役社長 CEO

（単位：百万円）
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事 業 年 度
剰余金の配当基準日
定 時 株 主 総 会
単 元 株 式 数
株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

公 告 方 法

毎年4月1日～翌年3月31日
3月31日（中間配当9月30日）
毎年6月
100株
東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社
〒168-8507東京都杉並区和泉二丁目８番４号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-288-324（フリーダイヤル）
電子公告
https://www.hokuetsucorp.com/koukoku.html
やむを得ない事由により電子公告をすることができな
い場合は日本経済新聞および新潟日報に掲載致します。

会 社 名
設 立
本店所在地
資 本 金
従 業 員 数
Ｕ Ｒ Ｌ

北越コーポレーション株式会社
1907年４月27日
新潟県長岡市西蔵王三丁目５番１号
42,020,940,239円
4,163名（連結）　1,503名（単体）
https://www.hokuetsucorp.com

会社情報及び株式の概況

単元未満株式【買増制度】【買取制度】のご案内
当社は、単元未満株式について、【買増制度】（1単元（100株）未満の株式を所有されて
いる株主様が、1単元にするために不足分を買い増しすることができる）と、【買取制度】（1
単元未満の株式を所有されている株主様の株式を当社が買取り、処分することができる）
を導入しております。お手続きにつきましては、上記お問い合わせ先にご連絡ください。

会社概要

株式の状況（2023年９月30日現在）

役員（2023年9月30日現在）

発行可能株式総数

発行済株式総数

株 主 数

500,000,000株

168,726,027株
（自己株式19,327,087株を除く）

9,212名

代表取締役社長CEO

専 務 取 締 役

専 務 取 締 役

取 締 役  CFO

取 締 役

取 締 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

常 勤 監 査 役

社 外 監 査 役

社 外 監 査 役

岸 本 晢 夫

若 本 茂

立 花 滋 春

柳 澤 誠

石 塚 豊

飯 田 智 之

岩 田 満 泰

中 瀬 一 夫

倉 本 博 光

二瓶ひろ子

上 野 学

糸魚川　 順

渡 邊 啓 司

大株主の状況（2023年9月30日現在）

美 須 賀 海 運 株 式 会 社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株 式 会 社 第 四 北 越 銀 行

北 越 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 持 株 会

住 友 不 動 産 株 式 会 社

JP JPMSE LUX RE MERRILL LYNCH INTERNATIONAL JP EQ CO 2

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

OASIS JAPAN STRATEGIC FUND LTD.

JP JPMSE LUX RE CITIGROUP GLOBAL MARKETS L EQ CO

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT

11.15

7.62

4.94

4.11

3.60

3.45

3.35

3.33

2.84

2.81

18,806

12,855

8,332

6,942

6,066

5,826

5,645

5,615

4,798

4,743

持株比率（％）持株数（千株）株　主　名

（注）
1．当社は自己株式19,327千株を所有しておりますが、大株主からは除外しております。
2．上記「大株主の状況」の持株比率は、自己株式数を控除して算出しております。

TOPICS

〒103-0021 東京都中央区日本橋本石町三丁目2番2号
TEL 03-3245-4500　FAX 03-3245-4743

株主総会資料の書面交付請求を希望される方へのご案内
お取引先の証券会社またはみずほ信託銀行にお問い合わせください。

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
電子提供制度専用ダイヤル

（電話）0120-524-324（フリーダイヤル）

北越グループ統合報告書2023のご案内

当社ウェブサイトより統合報告書2023を閲覧いた
だけます。当社グループの成長戦略やサステナビリ
ティ、ガバナンス等について集約しております。ぜひ
ご一読ください。
https://www.hokuetsucorp.com/pdf/cr/cr2023_jp.pdf

　当社は、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が公
募した令和5年度「先進的CCS事業の実施に係る調査」に関して、東新潟
地域における調査業務を参加企業の4社とともに受託しました。今回
JOGMECに選定された企業のなかで紙パルプメーカーは当社のみです。 
　CCSは、「Carbon dioxide Capture and Storage」の略称で、「二酸化
炭素の回収・貯留」を意味します。工場などから排出された二酸化炭素 （CO₂）
を分離・回収（Capture）し、地中深くに貯留（Storage）する技術です。

日本国内初のCCS事業化へ向けた取り組みに参画

株主メモ

本レポートは、北越コーポレーションミューコートネオス-F 104.7g/㎡を使用しております

　本調査は、東新潟地域において2030 年までにCCS 事業を開始すること
をめざし、既設の工場や発電所から排出されるCO₂の分離・回収、CO₂の
圧入・貯留地点、およびこれらを結ぶ輸送パイプライン建設に係る検討を行
うものです。
　当社は、気候変動問題に対応するため、新潟工場の回収ボイラから排出さ
れるカーボンニュートラルなCO₂を分離・回収し貯留することで、大気中の
CO₂を削減するネガティブエミッションに挑みます。

詳細はこちら

https://www.hokuetsucorp.com/
environment/pdf/minimum_impact.pdf

Road to 2050　北越グループの挑戦

CCS


